
災害時等におけるバスによる緊急輸送等に関する協定書

鹿児島県（以下「甲」という。）と公益社団法人鹿児島県バス協会及び協力事業

者（以下「乙」という。）は，災害対策基本法（昭和36年法律第223号）第２条第

１号に規定する災害が発生し，又は発生するおそれがある場合（以下「災害時等」

という。）における人員等の輸送に関し，次のとおり協定を締結する。

（協定の目的）

第１条 この協定は，災害時等に甲が乙に対してバスによる緊急輸送等の協力を求

めるときの必要事項について定めるものとする。

（協力の要請）

第２条 甲は，災害時等において，次条に掲げる業務を遂行するために必要がある

ときは，乙に対し，業務の内容及び期間等を指定して文書（様式第１号）で協力

要請を行うものとする。ただし，文書をもって要請するいとまがないときは，口

頭その他の方法で要請し，その後速やかに文書を送付するものとする。

２ 前項に規定する協力要請は，運転手等の安全確保に配慮して行うものとし，特

に災害対策基本法施行令（昭和37年政令第288号）第１条に規定する放射性物質

の大量の放出により生ずる被害が発生し，又は発生するおそれがある場合におい

ては，その特殊性に鑑み，放射線防護措置等の安全対策を行うものとする。

３ 乙は，第１項の規定により甲から協力要請を受けたときは，甲の必要とする業

務を可能な限り実施するように努めるものとし，その措置の状況を速やかに甲に

報告するものとする。

（業務の内容）

第３条 本協定により，甲が乙に対し協力を要請する業務は，次のとおりとする。

(1) 被災者（滞留者を含む。）及び救援者等の輸送業務

(2) ボランティアの輸送業務

(3) 災害応急対策の実施のために必要な人員及び携行する資機材等の輸送業務

(4） その他甲が必要とするバスによる支援業務

（業務の報告）

第４条 乙は，甲から要請のあった業務を実施したときは，速やかにその業務内容

等を文書（様式第２号）で甲に報告するものとする。

（費用の負担）

第５条 第２条第１項の規定により乙が実施した業務に要した経費等については，

甲が負担するものとし，その費用は通常の実費として甲乙が協議して定めるもの

とする。

（費用の請求及び支払）

第６条 乙は，業務終了後，当該業務に要した前条の費用について甲に請求するも

のとする。



２ 甲は，前項の請求があった場合は，内容を確認し，速やかにその費用を支払う

ものとする。

（事故等）

第７条 乙は，提供したバスが故障その他の理由により運行できなくなったときは，

速やかに代替バスを手配して，運行の継続に努めるものとする。

２ 乙は，第３条各号に規定する業務の実施に際し事故が発生したときは，甲に対

し，速やかにその状況を報告するものとする。

（補償）

第８条 乙が第３条の業務を実施した場合において，その業務に従事した者（以下

「従事者」という。）が，死亡し，負傷し，疾病にかかり，若しくは障害の状態

となったとき，又はその業務に使用した車両が，汚損し，若しくは損傷したとき

は，甲は，次に掲げる場合を除き，その損害を補償する。この場合において，従

事者に対する補償は，災害応急措置の業務従事者に係る損害補償に関する条例（昭

和37年鹿児島県条例第47号）に定めるところに準じて行うものとする。

(1) 乙又は従事者の故意又は重大な過失による場合

(2) 乙又は従事者が締結した損害保険契約により，保険給付を受けることができ

る場合

(3) 補償の支給を受ける原因が，第三者の行為によるものであって，当該第三者

からその補償を受けることができる場合

(4) 原子力損害の賠償に関する法律（昭和36年法律第147号）に基づき原子力事

業者又は国による賠償を受けることができる場合

２ 乙において，公益社団法人鹿児島県バス協会は，協力事業者に対して，前項の

補償の責任は負わないものとする。

（資料の提供）

第９条 乙は，保有バス台数等の資料を毎年１回甲に提出するものとする。

（緊急連絡表の提出）

第10条 甲及び乙は，協定成立の日及び毎年４月１日現在の緊急時連絡表（様式第

３号）を作成し，相互に交換するものとする。

２ 前項の規定は，年度途中に異動等があった場合についても準用する。

（協議）

第11条 この協定に定めのない事項及びこの協定に関して疑義が生じたときは，そ

の都度甲乙協議して定めるものとする。

（有効期間）

第12条 この協定は，締結の日からその効力を有するものとし，甲又は乙からの文

書による終了の意思表示がない限り，その効力を継続するものとする。

この協定の成立を証するため，本書２通を作成し，甲乙記名押印のうえ，鹿児島

県及び公益社団法人鹿児島県バス協会が各１通を保有し，協力事業者は本書の写し

を保有するものとする。



平成27年６月26日

甲 鹿児島市鴨池新町10番１号

鹿児島県知事 伊藤 祐一郎

乙 鹿児島市鴨池新町12番12号

第２いわさきビル５階

公益社団法人鹿児島県バス協会

会 長 岩崎 芳太郞

協力事業者 鹿児島交通株式会社

協力事業者 三州自動車株式会社

協力事業者 南国交通株式会社

協力事業者 いわさきバスネットワーク株式会社

協力事業者 ＪＲ九州バス株式会社鹿児島支店

協力事業者 南国交通観光株式会社

協力事業者 霧島観光交通株式会社

協力事業者 鹿児島交通観光バス株式会社

協力事業者 株式会社あづま交通

協力事業者 南州交通株式会社

協力事業者 鹿児島中央観光バス株式会社

協力事業者 南九州観光バス有限会社

協力事業者 有限会社鹿陸観光バス

協力事業者 村崎タクシー

協力事業者 ひまわり交通株式会社

協力事業者 株式会社アーベル

協力事業者 九州みやび観光株式会社

協力事業者 有限会社喜入観光交通

協力事業者 有限会社竹田観光交通

協力事業者 有限会社内田タクシー

協力事業者 南九州開発株式会社

協力事業者 有限会社出水観光バス

協力事業者 有限会社長島観光バス

協力事業者 有限会社北薩観光バス

協力事業者 有限会社入来観光交通

協力事業者 有限会社川内観光交通

協力事業者 山光交通有限会社

協力事業者 有限会社安全観光バス

協力事業者 クレインハート株式会社

協力事業者 株式会社宮都タクシー

協力事業者 有限会社あいら交通

協力事業者 サンライフ交通観光有限会社

協力事業者 有限会社加治木観光バス



様式第１号（第２条関係）

バスによる輸送等の業務への協力要請書

平成 年 月 日

公益社団法人鹿児島県バス協会 様

（○○○○○○ 様）

鹿児島県

災害時等におけるバスによる緊急輸送等に関する協定書第２条第１項の規定に基づき，

下記のとおり協力を要請します。

記

１ 被災者（滞留者を含む。）及び救援者等の輸送業務

輸送人員数 輸送活動期間 輸送区間 備考

（自） 月 日 から

（至） 月 日 まで

２ ボランティアの輸送業務

輸送人員数 輸送活動期間 輸送区間 備考

（自） 月 日 から

（至） 月 日 まで

３ 災害応急対策の実施のために必要な人員及び携行する資機材等の輸送業務

対象者数 輸送数 提供期間 輸送区間 備考

輸 （自） 月 日 から
送
者 人 （至） 月 日 まで

輸 （自） 月 日 から
送
物 人 （至） 月 日 まで

４ その他甲が必要とするバスによる支援業務

業務内容 支援期間 備考(業務内容の詳細)

(自) 月 日

(至) 月 日



様式第２号（第４条関係）

バスによる輸送等の業務への協力報告書

平成 年 月 日

鹿児島県

公益社団法人鹿児島県バス協会

（○○○○○○）

災害時等におけるバスによる緊急輸送等に関する協定書第４条の規定に基づき，下記の

とおり報告します。

記

１ 被災者（滞留者を含む。）及び救援者等の輸送業務

輸送人員数 輸送活動期間 輸送区間 備考

（自） 月 日 から

（至） 月 日 まで

２ ボランティアの輸送業務

輸送人員数 輸送活動期間 輸送区間 備考

（自） 月 日 から

（至） 月 日 まで

３ 災害応急対策の実施のために必要な人員及び携行する資機材等の輸送業務

対象者数 輸送数 提供期間 輸送区間 備考

輸 （自） 月 日 から
送
者 人 （至） 月 日 まで

輸 （自） 月 日 から
送
物 人 （至） 月 日 まで

４ その他甲が必要とするバスによる支援業務

業務内容 支援期間 備考(業務内容の詳細)

(自) 月 日

(至) 月 日



様 式 第 ３ 号 （ 第 1 0 条 関 係 ）

緊 急 時 連 絡 表

１ 鹿 児 島 県

担 当 窓 口 昼 間 夜 間 備 考

電 話 : 電 話 :

第 １ 順 位

F A X : F A X :

電 話 : 電 話 :

第 ２ 順 位

F A X : F A X :

２ 公 益 社 団 法 人 鹿 児 島 県 バ ス 協 会 （ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ）

窓 口 担 当 昼 間 夜 間 備 考

電 話 : 電 話 :

第 １ 順 位

F A X : F A X :

電 話 : 電 話 :

第 ２ 順 位

F A X : F A X :


